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福島県土木部ＩＣＴ活用工事（舗装工）実施要領 
 

 

１ ＩＣＴ活用工事 
(1) 概要 

ＩＣＴ活用工事とは、以下に示すＩＣＴ舗装工における施工プロセスの各段階におい
て、ＩＣＴを全面的に活用する工事のことをいう。また、ＩＣＴ活用工事を現場で実施
することをＩＣＴ活用施工という。 

ア ３次元起工測量 

イ ３次元設計データ作成 

ウ ＩＣＴ建設機械による施工 

エ ３次元出来形管理等の施工管理 

オ ３次元データの納品 
ＩＣＴ活用工事を実施する場合、受注者が上記プロセスから１つ以上選択するものと

する。 
   

 
(2) 各段階におけるＩＣＴの活用方法 
ア ３次元起工測量 

起工測量において、次の①～⑤の方法により３次元測量データを取得するために
測量を行う。 （複数選択可） 

① 地上型レーザースキャナーを用いた起工測量 
② トータルステーション等光波方式を用いた起工測量 
③ トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた起工測量 
④ 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量 
⑤ その他の３次元計測技術を用いた起工測量 

 
イ ３次元設計データ作成  

アで計測した測量データと、発注者が貸与する発注図データを用いて、３次元出
来形管理を行うための３次元設計データを作成する。 

 
ウ ＩＣＴ建設機械による施工  

イで得られた３次元設計データを用い、次の①、②に示す技術（ＩＣＴ建設機械）
により施工を実施する。  

① ３次元マシンコントロール（モーターグレーダ）技術 
② ３次元マシンコントロール（ブルドーザ）技術 

 
エ ３次元出来形管理等の施工管理  

ウによる工事の施工管理において、出来形管理を行う。 
〈出来形管理〉 

次の①～⑤のいずれかの技術を用いた出来形管理を行うものとする。 
① 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理 
② トータルステーション等光波方式を用いた出来形管理 
③ トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理 
④ 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理 
⑤ その他の３次元計測技術を用いた出来形管理 

なお発注工事における最上層については、面管理を実施するものとするが、
出来形管理のタイミングが複数回にわたることにより一度の計測面積が限定さ
れる等、面管理が非効率になる場合は、監督職員との協議の上、①～⑤を適用
することなく、従来手法（出来形管理基準上で当該基準に基づく管理項目）で
の出来形管理を行ってもよい。ただし、完成検査直前の工事竣工段階の最上層
について面管理に準じた出来形計測を行い、オによって納品するものとする。
最上層以外については、従来手法（出来形管理基準上で当該基準に基づく管理
項目）での管理を実施してもよい。 
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オ ３次元データの納品 
エにより確認された３次元施工管理データを工事完成図書として納品する。 

 
※ 上記のア～オの５つのプロセス及び監督・検査は、福島県 ICT活用工事実施要領（別添
資料）別表１により実施するものとする。 
※ 上記のア、ウ、エにおけるＩＣＴの適用要領等については、福島県 ICT活用工事実施要
領（別添資料）別表１、別表２を参照。 

 
  (3) 対象工事及び工種  

ＩＣＴ活用工事の対象は、次のアまたはイとする。 
なお、ＩＣＴ建設機械による施工は、モーターグレーダまたはブルドーザによる路盤

の「不陸整正」及び「敷均し」のみを対象とし、路盤の「締固め」及び基層と表層の
「敷均し」、「締固め」は対象としない。 

 
ア 表層の面積が 1,000㎡以上となる新設の舗装工事または一般土木工事（災害復旧
事業を除く）の路盤工を対象とする。 

対象工種は、共通仕様書土木工事編Ⅰにおける次の①、②とする。 

○アスファルト舗装工、半たわみ性舗装工、排水性舗装工、 
透水性舗装工、グースアスファルト舗装工 
① 上層路盤工 
② 下層路盤工 
 

イ その他、生産性の向上が認められるものとする。 
 
 

２ ＩＣＴ活用工事の実施方法 
(1) 発注方法 

ア 発注者指定型 
新設の「舗装工事」または「一般土木工事」の路盤工を対象とし、表層の面積が

3,000m2以上の工事を目安として適用する。 
 なお、プロセスの１つ以上を選択し実施することを必須とする。 

イ 受注者希望型 
表層の面積が 1,000㎡以上となる新設の「舗装工事」または「一般土木工事」の

路盤工を対象に、発注者がＩＣＴ活用工事の対象工事とする条件を付して発注する。 
ア、イ共に、現場条件等の制約から ICT活用工事に適さない工事は除く。 
また、ＩＣＴ活用工事として発注していない工事において、受注者からの希

望があった場合は、協議によりＩＣＴ活用工事として事後設定できる。 
 

(2) 発注における入札公告等 

入札公告については下記事項を追記する。 

（随意契約の場合は見積書提出通知に追記。） 

 

 

 

 

 

特記仕様書については、最新の通知文により対応するものとする。 
なお、記載例にないものについては、別途作成するものとする。 
 

(3) 総合評価落札方式における取扱 
  総合評価落札方式において技術提案を求める際は、ICT活用に係る提案は評価対象外
とする。 

(4) ＩＣＴ活用工事実施可否の決定 
  ア 発注者指定型 

受注者は、契約後、施工計画書の提出前に、ＩＣＴ活用工事で実施するプロセス、
施工範囲等を発注者へ提案・協議を行う。 

○ その他 
本工事は、起工測量、施工、出来形管理、施工管理の記録及び関係書類につい

て、３次元データを活用する「ICT 活用工事」の対象工事である。 
なお、詳細については特記仕様書によるものとする。 
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  イ 受注者希望型 
受注者は、契約後、施工計画書の提出前に、ＩＣＴ活用施工の実施希望・施工範

囲等を発注者へ提案・協議を行い、協議が整った場合に実施することができるもの
とする。 
なお、ＩＣＴ活用施工を希望しない場合は、その旨を発注者に報告するものとす

る。 
また、ＩＣＴ活用工事の対象として発注していない工事において、受注者からＩ

ＣＴ活用希望があり発注者が認めた場合、ＩＣＴ活用工事として設定できるものと
し、受注者希望型と同様の取り扱いとする。なお、発注者が認めない場合において、
自主的に活用することは妨げないものとするが、ＩＣＴ活用にかかる費用の計上及
びＩＣＴ活用工事実施証明書の発行は対象外とする。 

 
 

３ ＩＣＴ活用工事実施の推進のための措置 
(1) 工事成績評定における措置  

ＩＣＴ活用工事を実施した場合、第１評定の創意工夫における【施工管理関係】「その
他」において評価するものとする。運用に当たっては、次のア～イのとおりとする。 

ア 全てのプロセスを選択して実施した工事は、２点を加点する。 
イ 一部のプロセスを選択して実施した工事は、１点を加点する。 

    
 
４ ＩＣＴ活用工事の導入における留意点  

受注者が円滑にＩＣＴ活用工事を導入し、活用できる環境整備として、次の措置を講じ
るものとする。 
(1) 施工管理、監督・検査の対応 

ＩＣＴ活用工事においては、福島県ＩＣＴ活用工事実施要領（別添資料）別表１、別
表２に示す基準等を準用・参考として、監督・検査を実施するものとする。 
監督員及び検査員は、活用効果に関する調査等のために別途費用を計上する場合を除

き、受注者に従来手法との二重管理を求めない。 
 

(2) ３次元設計データ等の貸与 
ア 発注者は、ＩＣＴ活用工事に必要となる詳細設計において作成した３次元設計デー

タを受注者に貸与するものとする。また、ＩＣＴ活用工事を実施する上で有効と考え
られる詳細設計等において作成した成果品と関連工事の完成図書は、積極的に受注者
に貸与するものとする。 
なお、３次元設計データは、３次元測量データ（グラウンドデータ）を含む。 

イ 現行基準による２次元の設計ストックにより発注する場合、発注者は契約後の協議
において３次元起工測量及び３次元設計データ作成を指示するものとし、これに係る
経費を工事費において計上するものとする。 

 
(3) 工事費の積算 

ア 当初契約 
発注者は、発注に際して土木工事標準積算基準（従来基準）に基づく積算を行い、

発注するものとする。 
 

イ 変更契約 
契約後の協議において受注者からの提案によりＩＣＴ活用工事を実施する場合、

「土木工事標準積算基準（ＩＣＴ用基準）」に基づく積算に落札率を乗じた価格によ
り契約変更を行うものとする。 

なお、３次元出来形管理等の施工管理及び３次元データの納品に係る経費や、ＩＣ
Ｔ建機のリースに係る「システム初期費」等の経費は、「土木工事標準積算基準（Ｉ
ＣＴ用基準）」に基づき適切に計上すること。 
また、現行基準による２次元の設計ストック等によりＩＣＴ活用工事を発注し、契

約後の協議において受注者からの提案によりＩＣＴ活用工事を実施する場合、受注者
に３次元起工測量及び３次元設計データ作成を指示するとともに、３次元起工測量経
費及び３次元設計データ作成経費について見積書の提出を求めること。 
 見積り収集にあたっては、３次元起工測量・３次元設計データ作成の積算に関する
最新の通知文により対応するものとする。 



4  

 
 
５ ＩＣＴ活用工事に関する調査等 

(1) ＩＣＴ活用工事の活用効果等に関する調査（別途指示） 
ＩＣＴ活用工事の活用効果等に関して調査（施工合理化調査、アンケート調査等）を

実施する場合がある。なお、内容はその都度、別途指示する。 
 
 

６ ＩＣＴ活用工事における工事完成図書の電子納品について 
(1) ３次元出来形管理等の施工管理データ及び３次元設計データの納品について 

福島県電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】により提出する電子納品物と
は別にＣＤ－ＲまたはＤＶＤ－Ｒにて監督員に提出するものとする。 

 
(2) 福島県電子納品管理システムへの電子納品について 

上記(1)により作成した電子納品物のうち、ＰＤＦによる出来形管理資料については、
福島県電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】に基づき、システムに登録を行い、
電子納品するものとする。 

 
７ 実施証明書 

ＩＣＴ活用工事実施証明書 
   発注者は、ＩＣＴ活用工事を実施し、その竣工検査に合格した受注者に対して、福島

県工事実施証明書発行事務運用基準に定める実施証明書を発行するものとする。（発注
方式、実施プロセス数に関わらない） 

 
８ その他 
  この要領に定めのない事項については、必要に応じて協議により定める。 

 
 

附則 
 本実施要領は、平成３０年４月１日以降に土木部が起工する工事に適用する。 
 ただし、ＩＣＴ活用施工を取り入れる意向のある現場にあっては、適用日前に現場着手し
ていても、設計変更の対象とすることができる。 

 
附則 
 本実施要領は、平成３１年４月１日以降に土木部が起工する工事に適用する。 
 
附則 
 本実施要領は、令和元年１０月１日以降に土木部が起工する工事に適用する。 
 
附則 
 本実施要領は、令和３年１月１日以降に土木部が起工する工事に適用する。 
 
附則 
 本実施要領は、令和６年１月１日以降に土木部が公告する工事に適用する。 
 
附則 
 本実施要領は、令和６年４月１日以降に土木部が起工する工事に適用する。 
 
附則 
 本実施要領は、令和７年４月１日以降に土木部が起工する工事に適用する。 
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参考１ ＩＣＴ活用工事の発注から工事完成までの手続き及び流れ 
 

 
 
←  ４－３ 工事費の積算 

 

 
 

 

 
 

← １－１ 施工プロセスの選択 

 

 

←  ４－２ ３次元設計データ等の貸与 

 

 

※３Ｄ設計図書等とは、２次元の図面を 

３次元に変換したもの。 

 

 

← １－２① ３次元起工測量経費 

← １－２② ３次元設計データ作成経費 
 
 
 
←  ４－３ 工事費の積算 

 

 

  

 

← １ ＩＣＴ活用工事 

 

 

 

← １－２① ３次元起工測量 

 

← １－２② ３次元設計データ作成 

 

 

 

 
  

  

← １－２③ ＩＣＴ建設機械による施工 

 

← １－２④ ３次元出来形管理等の施工管理 

← １－２⑤ ３次元データの納品 

 

← ４－４ ＩＣＴ監督・検査体制の構築

3D 施工・測量範囲等協議 

ICT 活用工事の提案協議 

契 約 変 更（内 容 変 更） 

スタート 

標 準 積 算 

工 事 発 注 

工 事 契 約 

ICT 活用積算 

見積決定 

設計図書の照査 

3D 設計データに基づく数量算出 

施工計画書 作成協議 

施工計画書提出 

測量・成果簿取りまとめ 

3D 設計 

図書等 

あり 

3D 設計データ作成、チェックシート作成 

3D 設計 

図書等 

なし 

契 約 変 更 

施 工 

出来形管理図・出来形・出来高の提出 

完成検査 

３Ｄ起工測量・

設計ﾃﾞｰﾀ作成

見積り提出 

３Ｄ起工測量 

見積り提出 
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参考２ 用語の解説 

 本実施要領で使用する用語を以下に解説する。 

 

【ＩＣＴ】 

情報通信技術（Information and Communication Technology）の略。 

【空中写真測量】 

空中写真測量は、航空機などを用いて上空から撮影された連続する空中写真を用いて、対象範

囲のステレオモデルの作成や地上の測地座標への変換等を行い、地形や地物の３次元の座標値を

取得可能な作業である。 

【レーザースキャナー】 

１台の機械で指定した範囲にレーザーを連続的に照射し、その反射波より対象物との相対位置

（角度と距離）を面的に取得できる装置のことである。ＴＳのようにターゲットを照準して計測

を行わないため、特定の変化点や位置を選択して計測することができない場合が多い。 

【無人航空機】 

無人航空機は、人が搭乗することなく飛行できる航空機であり、自律制御あるいは、地上から

の遠隔操作によって飛行することができる。無人航空機にデジタルカメラを搭載することで、空

中写真測量に必要となる写真を空中から撮影することができる。 

【空中写真測量（無人航空機）による出来形管理】 

無人航空機を用いて被計測対象の地形の空中写真を撮影し、空中写真測量による３次元の形状

の取得を行うことで、出来形や数量を面的に把握、算出する管理手法である。 

【レーザースキャナーによる出来形管理】 

レーザースキャナーを用いて被計測対象の３次元形状の取得を行うことで、出来形や数量を面

的に算出、把握する管理方法である。 

【３次元設計データ】 

３次元設計データとは、道路中心線形又は法線（平面線形、縦断線形）、出来形横断面形状、

工事基準点情報及び利用する座標系情報など設計図書に規定されている工事目的物の形状ととも

に、それらを面データで出力したものである。 

【３次元マシンコントロール】 

設計値（３次元設計データ）に従って機械をリアルタイムに自動制御し施工を行う技術をいう。 

【３次元マシンガイダンス】 

ＴＳ、ＧＮＳＳの計測技術を用いて、施工機械の位置や施工情報から設計値（３次元設計デー

タ）との差分を算出してオペレータに提供し、施工機械の操作をサポートする技術をいう。 

【ＴＳ】 

トータルステーション（Total Station）の略。１台の機械で角度（鉛直角・水平角）と距離

を同時に測定することができる電子式測距測角儀のことである。計測した角度と距離から未知点

の座標計算を瞬時に行うことができ、計測データの記録および外部機器への出力ができる。標定

点の座標取得、および実地検査に利用される。 

【ＧＮＳＳ】 

全球測位衛星システム（Global Navigation Satellite System)の略で、GPS、GLONASS、

Galileo、準天頂衛星（QZSS）等の衛星測位システムの総称をいう。 
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【ＲＴＫ（リアルタイムキネマティック）】 

ＲＴＫとは、リアルタイムキネマティックの略で、衛星測位から発信される搬送波を用いた計

測手法である。既知点と移動局にＧＮＳＳのアンテナを設置し、既知点から移動局への基腺ベク

トル解析により、リアルタイムに移動局の座標を計算することができる。 

 

【ネットワーク型ＲＴＫ－ＧＮＳＳ】 

ＲＴＫ－ＧＮＳＳで利用する基地局を仮想点として擬似的に作成することで、基地局の設置を

削減した計測方法のこと。全国に設置された電子基準点のデータを元に、移動局の近隣に仮想的

に基地局を作成し、基地局で受信するデータを模擬的に作成する。これを移動局に配信すること

でＲＴＫＧＮＳＳを実施可能となる。このため、既知点の設置とアンテナは不要だが、仮想基準

点の模擬的な受信データ作成とデータ配信、通信料に関する契約が別途必要となる。 

 

【キネマティック法】 

キネマティック法とは、図のようにＧＮＳＳ受信機を固定点に据付け（固定局）、他の 1 台

を用いて他の観測点を移動（移動局）しながら、固定点と観測点の相対位置（基線ベクトル）を

求める方法である。 
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